
東久留米市子ども・子育て会議条例新旧対照表 

改正案 現 行 

第１条 （現行のとおり） 第１条 （略） 

（用語の意義） （用語の意義） 

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法及

びこども基本法（令和４年法律第７７号）で使

用する用語の例による。 

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で

使用する用語の例による。 

（所掌事項） （所掌事項） 

第３条 会議は、東久留米市長（以下「市長」と

いう。）の諮問に応じて、東久留米市（以下「市」

という。）における次に掲げる事項について処

理する。 

第３条 会議は、東久留米市長（以下「市長」と

いう。）の諮問に応じて、東久留米市（以下「市」

という。）における次に掲げる事項について処

理する。 

（１） 法第７２条第１項各号に掲げる事項 （１） 特定教育・保育施設の利用定員の設定

に関する法第３１条第２項の規定に基づく

事項 

（２） こども基本法第１０条第２項に規定す

る市町村こども計画の策定に関する事項 

（２） 特定地域型保育事業の利用定員の設定

に関する法第４３条第２項の規定に基づく

事項 

（３） 前２号に掲げるもののほか、こども施

策の推進に関し必要と認める事項 

（３） 子ども・子育て支援事業計画に関する

法第６１条第７項の規定に基づく事項 

 （４） 子ども・子育て支援に関する施策の総

合的かつ計画的な推進に関し必要な事項及

び当該施策の実施状況の調査審議に関する

事項 

 （５） 保育料その他の子ども・子育て支援に

関する施策に係る事項並びにこれに関連す

る給付及び事業の扱いに関する事項 

（組織） （組織） 

第４条 会議は、次に掲げる者のうちから、市長

が委嘱する委員１５人以内をもって組織する。 

第４条 会議は、次に掲げる者につき、市長が任

命する委員をもって組織する。 

（１） 市内に在住するこどもの保護者 ４人

以内 

（１） 市内に在住し、子ども・子育て支援に

関する事業を利用する児童の保護者 ３人

以内 

（２） 市内における教育・保育関係者 ３人

以内 

（２） 市内において子ども・子育て支援に関

する事業を実施する者 ３人以内 

（３） 学識経験者 ２人以内 （３） 学識経験者 ２人以内 

（４） こども施策に関係する活動に携わる者

 ３人以内 

（４） 子ども・子育て支援に関わる行政機関

の職員 ２人以内 

（５） こども施策に関係する行政機関の職員

 １人 

（５） 公募による市民 ２人以内 

（６） 公募による市民 ２人以内  

２ （現行のとおり） ２ （略） 

第５条から第８条まで （現行のとおり） 第５条から第８条まで （略） 
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